
（別添様式１）

企画提案書
「スポーツコンプレックス推進事業（基本構想・計画支援事業）」
１．事業全体に関する項目
	申請機関・団体名
	

	（ふりがな）

代表者役職・氏名


	

	所在地
	〒



	事業名
	

	事業の趣旨・目的
	※公募要領の内容を踏まえ、記載すること。
【事業の趣旨】
【事業の目的】


	事業実施計画と実施方法
	※公募要領の３①～⑤の内容を十分に踏まえ、取り組む事業の内容、実施主体、実施時期等について、具体的に記載すること。
【取り組む事業の内容】
【実施主体】
【実施時期】


	事業の目標と得られる成果の設定
	※「事業実施計画と実施方法」に記載した事業の内容等について、目標（定性、定量）及び得られる成果を設定する。また、事業の成果を高めるための効果的な工夫等について記載すること。
【事業の目標】
【得られる成果】
【効果的な工夫】


	事業の実施体制


	※事業を遂行するための人員・組織体制及び連携体制、業務管理を適切に遂行できる体制を具体的に記載すること。


	事業実績
	※本事業を実施するに当たり、実績として提示できる事業・資料があれば記載すること。
※なお、本事業の採択を受けたことがある場合には、採択年度の事業成果が分かるように記載すること。



２．地域の官民連携による検討体制に関する項目
	スタジアム・アリーナの名称

（仮称でも可）
	

	スタジアム・アリーナの予定地

（候補地を含む）
	〒



	官民連携協議会等の検討体制の概要（仮称でも可）
	※官民連携協議会等の名称・規約・名簿・実施主体等を記載すること。

	官（行政）側のステークホルダー及びその役割
	※具体的な官側の役割を記載すること。

	民（民間事業者等）のステークホルダー及びその役割
	※具体的な民側の役割を記載すること。

	チーム（スポーツコンテンツ）等のステークホルダー及びその役割
	※具体的なチームの役割を記載すること。

	ステークホルダーの連携状況
	※具体的に想定しているステークホルダー間での連携状況について記載をすること。


	外部有識者の任命
	※候補者の氏名、実績や知見・知識及び期待される役割等を一緒に記載をすること。

	構想・事業計画策定の実績及び合意形成の進捗
	※すでに構想・事業計画策定を行っている等の実績及び合意形成の進捗について、具体的に記載し、内容・資料があれば添付すること。



	調査事業の内容等
	※官民連携協議会及び構想・事業計画の策定に付随して実施する調査事業の内容について、具体的に記載すること。



３．実施時期と計画事項（予定）
	実施
時期
	計画事項

	
	（１）

○○○○
	（２）

○○○○
	（３）

○○○○
	備考

	4月
	
	
	
	

	5月
	
	
	
	

	6月
	
	
	
	

	7月
	
	
	
	

	8月
	
	
	
	

	9月
	
	
	
	

	10月
	
	
	
	

	11月
	
	
	
	

	12月
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	

	2月
	
	
	
	

	3月
	
	
	
	


＜補助事業経費＞

　（１）経費予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	種別
	内　　　訳
	経費予定額

	設備備品費
	設備備品費
	
	

	人件費
	人件費
	給与　○○○円×○月分
事業主負担社会保険料　○○○円×○月分
	

	事業費
	諸謝金
	委員謝金　○○○円×○回
	

	
	旅費
	航空運賃　東京⇔○○　○○○円×○回
宿泊代、日当等
	

	
	借損料
	会議室使用料　
	

	
	印刷製本費
	成果報告書　○○○円×○冊
	

	
	消耗品費
	消耗品
	

	
	会議費
	○○会議出席者お茶代　○○○円×○名
	

	
	通信運搬費
	インターネット代　○○○円×○月分
	

	
	雑役務費
	銀行振込手数料
	

	
	消費税相当額
	Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝○○円
	

	
	
	Ａ：不（非）課税経費（人件費、外国旅費、保険料など）×10%＝○○円
	

	
	
	Ｂ：インボイス影響額-経過措置の適用：無
○○円
	

	
	
	Ｃ：インボイス影響額-経過措置の適用：有
○○円
	

	一般管理費
	一般管理費
	
	

	再委託費
	再委託費
	
	

	合　　計
	
	


　※経費の計上にあたっては、別紙３－１「経費計上の留意事項等」を参照してください。
＜責任者及び事務担当者＞
	氏　　名
	職　　名
	連絡先（TEL番号、ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ）

	（責任者）
	
	

	（事務担当者）
	
	


　※責任者については、本委託事業に係る経理責任者を記載すること。
　　事務担当者は、本委託事業の窓口となる者を記載すること。
＜再委託業務経費＞　※再委託業務がある場合は記載すること。

　（１）経費予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	種別
	内　　　訳
	経費予定額

	設備備品費
	設備備品費
	
	

	人件費
	人件費
	給与　○○○円×○月分
	

	事業費
	諸謝金
	委員謝金　○○○円×○回
	

	
	旅費
	航空運賃　東京⇔○○　○○○円×○回
	

	
	借損料
	会議室使用料　
	

	
	印刷製本費
	成果報告書　○○○円×○冊
	

	
	消耗品費
	消耗品
	

	
	会議費
	○○会議出席者お茶代　○○○円×○名
	

	
	通信運搬費
	インターネット代　○○○円×○月分
	

	
	雑役務費
	銀行振込手数料
	

	
	消費税相当額
	Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝○○円
	

	
	
	Ａ：不（非）課税経費（人件費、外国旅費、保険料など）×10%＝○○円
	

	
	
	Ｂ：インボイス影響額-経過措置の適用：無
○○円
	

	
	
	Ｃ：インボイス影響額-経過措置の適用：有
○○円
	

	一般管理費
	一般管理費
	
	

	合　　計
	
	


　※経費の計上にあたっては、別紙３－１「経費計上の留意事項等」を参照してください。

